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平成 26 年 12 月 24 日、協会は、介護福祉

士等修学資金貸付制度の拡充・強化、介護福

祉士に係る離職者訓練（委託訓練）制度の継

続実施及び恒久化、教員及び介護福祉士の資

質向上確保のための再教育に対する支援、介

護福祉士養成の専門学校に対する財政支援

に関し、厚生労働大臣に対し要望書を提出し

ました。 

 

当日は、衆議院選挙を受け第 188特別国会の召集、首相指名、第 3次安倍内閣の発

足もあり、直接、塩崎厚生労働大臣に手渡すことは出来ませんでしたが、小林会長か

ら鈴木俊彦社会・援護局長及び職業能力開発局藤枝茂能力開発課長に対し、説明の上

手交致しました。説明・手交に当たって、厚生労働省から武内福祉人材確保対策室長、

東室長補佐、渡辺補佐（能力開発課）が、協会からは鈴木副会長、山口常務理事及び

事務局が同席しました。 

 

諸般の情勢から短い時間の中での手交となりましたが、小林会長の熱意溢れる説明

に協会の意向は十分伝わったものと考えます。 

 

要望書の全文を添付するとともに手交時の様子を簡単にお知らせします。  

塩崎厚生労働大臣に 

修学資金貸付制度の拡充等４項目の 

要望書を提出！ 
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小林会長から要望の趣旨説明に加え、20

年度補正予算で全額国庫負担で行ったこ

と、結婚等での退職等の考慮、5年の就労

義務期間を短縮した自治体もあること、地

方創生等の施策も踏まえ卒業後のＵ・Iタ

ーン等も考慮する必要があることなどの

説明がありました。 

一方、厚生労働省からは介護福祉士の養

成は国、地方ともに大事な課題である。介

護保険制度には地方の役割も盛り込まれ

ており都道府県の負担も必要と考えているが国として出来ることをしっかりやって

いきたい。就職先地域の限定については都道府県の負担があることから難しいことも

あるが、就職先法人の中で他の都道府県に異動した場合には認めるよう改正した。就

労義務 5年間については、定着を図ることなどを考慮すると必要な期間と思うが趣旨

を念頭に置きたい。制度の周知についてはこれまでも都道府県の担当課長会議等でも

述べているが今後も周知に努めるなどの説明がありました。 

 

 

 

 

 

小林会長から趣旨説明に加え、社会の経

験もありマネジメント能力のある者も多

いなどから、より高い専門性、マネジメン

ト力等、社会の要請に応える介護福祉士の

養成に努めているなどの説明がありまし

た。 

一方、厚生労働省（藤枝能力開発課長）

からは、介護人材の養成には厚生労働省を

上げて取り組んでいるところである。景気

がよくなり他の業種に流れることで人材

の確保が難しくなっているところもあると思うので、社会・援護局とも相談しながら

より効果のあるものとしていきたい。本制度が一定の効果を上げていることについて

は協会でも検証されていることを承知しており、27年度も本年度並みの予算を要求し

ているなどの説明がありました。 

  

２ ．介護福祉士養成に係る離職者訓練制度（２ 年課程）の継続実施及び恒久化に

ついて 

１ ．介護福祉士等修学資金貸付制度の拡充・強化について 
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小林会長から趣旨説明に加え、平成 19 年、23 年の法律改正により定義規定や教育

内容等が大きく変化しており、介護を取り巻く環境の変化に対応した教育が必要との

説明がありました。 

一方、厚生労働省からは、厚生労働省も協会も目指すところは同じである。ただ、

就労後の教育については日本介護福祉士会でも行っており、そのことも考慮する必要

があるなどの説明がありました。 

 

 

 

 

小林会長から趣旨説明の後、厚生労働省から専門学校に対する財政的支援について

は今後の検討課題としたいとの説明がありました。 

 

 

  

３ ．教員及び介護福祉士の資質の向上確保のための再教育に対する支援について 

４ ．介護福祉士養成の専門学校に対する財政的支援を図られたいことについて 

1年間介養協Ｎ ｅ ｗｓ をご覧頂き有り難うございました。 

 

新しい年を迎え協会会員の皆様には、今後も介養協Ｎ ｅ ｗｓ をもって情報を 

迅速、明瞭にお伝えできるよう尽力して参りますので、よろしくお願い致します。 
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